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明治４年 太政官布告
修路架橋運輸ノ便オ興ス者ニ入費税金徴収許可方
「有志ノ者共、自費或ハ会社ヲ起コシ候者ハ、落成ノ上、
功費ノ多寡ニ応ジ年限オ定メ税金取立方差シ許サル」

【戦前の有料道路制度】

有 料 道 路 制 度 の 沿 革

大正８年 旧道路法制定

○道路整備の著しい遅れ

－昭和３１年 ワトキンス調査団報告書－

「日本の道路は信じ難い程悪い。工業国にしてこれ程完全
にその道路網を無視してきた国は他にない。」

⇒有料の橋又は渡船施設の設置が可能

⇒有料の橋又は渡船施設の設置が可能
道路管理者：監督官庁の許可
道路管理者でない者：道路管理者の許可・承認

昭和２７年 道路法制定(全面改正)

⇒道路管理者のみが都道府県道、市町村道に限り建設大臣
の許可を得て有料の橋又は渡船施設の設置が可能。

昭和２７年 道路整備特別措置法制定

⇒有料制度の対象を拡大し、道路法上の道路に関する全面
的な有料道路制度が採用。
(事業主体：道路管理者である国及び都道府県又は市)

【戦後の有料道路制度】

昭和３１年 道路整備特別措置法制定(全面改正)
日本道路公団法制定(日本道路公団設立)

⇒国が直轄で施行していた有料道路方式の廃止。
公団による有料道路方式の採用。

昭和３４年 首都高速道路公団法制定
(首都高速道路公団設立)

昭和３７年 阪神高速道路公団法制定
(阪神高速道路公団設立)

昭和４５年 本州四国連絡橋公団法制定
(本州四国連絡橋公団設立)

平成１６年 道路関係四公団民営化関連４法制定

平成１７年 道路関係四公団廃止
(独)日本高速道路保有・債務返済機構設立
６高速道路株式会社設立

○公団方式に対する様々な批判
（返済期間先送り、一方的な命令、高コスト体質など）

昭和４５年 地方道路公社法制定
(逐次公社設立)



改定時期 プール制採用 ５０改定 ５４改定 ５７改定 ６０改定 元年改定 ７年改定 11年改定
(47.10.1) （50.4.1） （54.8.1） （57.6.1） （60.10.1） (元.6.1) （7.4.10） （11.4.2)

料金水準 8.0円/km 13.0円/km 16.6円/km 19.6円/km 21.7円/km 23.0円/km 24.6円/km 24.6円/km

（固定額） (0円) (100円) (100円) (100円) (100円) (150円) (150円) (150円)
償還期間 ２８年 ３０年 ４０年 ４５年

（S51.2～） （S62.3～） （H4.6～） （H11.1～）
※S47.10.1大都市圏料金の採用

変更なし変更なし変更なし変更なし
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高速自動車国道の建設と料金改定の経緯



公団方式への批判

多額の借入金により建設が進められ、償還期限が先送りされ

る等、不採算路線の建設に歯止めがかからない。

国による一方的な施行命令制度の下、公団として自主的な意

思決定が行われず、経営責任が不明確。

計画と実績との検証を行わないまま、財政資金等をもとに、

次々と新規路線の建設を進めるなど、効率性の観点を著しく欠

いた事業運営に陥っている。

企業会計原則に基づいた会計処理がなされていないことから、

コスト意識が働いておらず、とりわけファミリー企業との不透明

な取引等により、非効率・不透明な事業運営が行われている。



○約４０兆円に上る有利子債務を確実に返済

○真に必要な道路を、会社の自主性を尊重しつつ、早期に、できるだけ少ない国民負担で建設

○民間ノウハウ発揮により、多様で弾力的な料金設定や多様なサービスを提供

民営化の目的

道路関係四公団民営化の枠組みの概要

民営化の基本的枠組み

○道路の建設・管理・料金徴収等を行う会社と、道路資産の保有と債務返済を行う機構を設立

○道路公団は３社に分割

○債務を民営化後４５年以内に返済し、無料開放

○高速自動車国道の有料残事業費を２０兆円から１０．５兆円に縮減、管理コストを３割縮減

○高速自動車国道料金を平均１割程度引き下げ

○会社の自主性を尊重した新規建設（事業中区間の協議制、新規区間の申請主義）

【民営化の概要】 【会社と機構による高速道路事業の実施スキーム】

本州四国連
絡高速道路
株式会社

独 立 行 政 法 人 日 本 高 速 道 路 保 有 ・ 債 務 返 済 機 構
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東日本高速
道路株式会社

日本道路公団
本州四国
連絡橋公団

阪神高速
道路公団

首都高速
道路公団

中日本高速
道路株式会社

西日本高速
道路株式会社

首都高速
道路株式会社

阪神高速
道路株式会社

本州四国高速
道路株式会社

※経営安定化時、
西日本会社と合併

独 立 行 政 法 人 日 本 高 速 道 路 保 有 ・ 債 務 返 済 機 構

【機構】 高速道路の保有・債務返済

【会社】 高速道路の建設・管理・料金徴収
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民営化前の割引

民営化後の割引

民営化以前の割引額
（約2,800億円）

料金収入の１割程度（約1,800億円）

マイレージ割引

大口・多頻度割引
H17.4以降の割引額
（約4,600億円）

マイレージ型

時間帯型

民営化前の割引制度 別納割引
（約2,200億円)

前払割引等
（約600億円）

通勤割引
早朝夜間
割引

深夜割引

＊高速自動車国道の料金収入約１．８兆円／年

高速自動車国道の料金割引の概要



直轄による整備
国と地方の負担による整備
負担割合 国：3/4 地方1/4

新直轄事業について

（会社）



有 料 道 路 の 現 況

有料道路制度による整備を推進し、合計１０，２６６ｋｍが供用。

事業主体別供用延長

有料道路は、少ない延長で、多くの交通を分担。

供用延長と走行台キロ

事業主体 路線網 道路の区分

東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 高速自動車国道 7,389km

中 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 一般有料道路 815km

西 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 一の路線 一般有料道路 90km 90km

首 都 高 速 道 路 株 式 会 社 首都高速道路 283km

阪 神 高 速 道 路 株 式 会 社 阪神高速道路 234km

本州四国連絡高速道路株式会社 本州四国連絡高速道路 173km

指定都市高速道路 172km

一般有料道路 1,110km

10,266km合　　　計

地 方 道 路 公 社 等

地域路線網

－

8,204km

690km

1,282km

供用延長

全国路線網

注１） 道路の供用延長のうち、一般都道府県道以上は平成１７年度道路交通センサス値、有料道路は平成１８年４月１日現在値。
注２） 走行台キロ分担率は、平成１７年度道路交通センサス値

　一般都道府県道以上 190,608km 100%

17%

うち有料道路 10,266km

5.4%

供用延長 走行台キロ分担率



高速道路ネットワークの整備は、有料道路制度により促進され、

我が国経済の発展にも大きく寄与

高 速 道 路 の 役 割

道路の体系と高速自動車国道の役割

合 計 約 1,183,000km （約100.0%）

道路管理者

681
（約9%）

7,817

（約91%）

843（約6%）

8,713

1,348（約24%）

1,723

走行台ｷﾛ 国内貨物輸送量 国内旅客輸送量

【億台ｷﾛ】 【億ﾄﾝｷﾛ】 【億人ｷﾛ】

内航海運
鉄道
航空

2,530

内航海運
鉄道
航空

4,689

※高速自動車国道延長については平成18年4月1日現在。他の道路延長については平成15年
4月1日現在。
※走行台キロデータのうち高速自動車国道について「高速道路便覧2005」より、他の道路につ
いては「陸運統計要覧」より、共に平成16年度数値。
※国内貨物輸送量及び国内旅客輸送量については、平成11年度数値。

高速道路会社が権限代行 約 7,389km 高速自動車国道 （約0.6%）

国 約 22,000km 直轄国道 （約1.9%）

都道府県等 約 32,000km 補助国道 （約2.7%）

都道府県等 約 128,700km 都道府県道 （約10.9%）

市町村 約 992,700km 市町村道 （約83.9%）
（うち幹線市町村道 約 20万km）

幹線道路 約39万km

（約44%）

（約56%）

（約9%）

（約91%）

（幹線道路のうち高速自動車国道の占める割合：約2%）
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①東京都中央卸売市場の野菜入荷高（金額）における東京からの
距離帯別シェアの推移

24%

46%
213 358 219 261

注１ ： 100km以下 千葉、埼玉、東京、神奈川
101km～300km 福島、茨城、栃木、群馬、山梨、静岡、長野
901km超 北海道、山口、愛媛、高知、九州7県
301km～900km その他の府県

注２ ： 沖縄県及び外国からの入荷高を除く
注３ ： 金額は沖縄県含む
資料） 東京都中央卸売市場年報

317 364 290 277

306 365 164 215

248 73 115227（10億円）
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料 金 設 定 の 原 則

（料金の額等の基準）

第２３条 料金の額は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一 会社が第３条第１項の許可を受けて新設し、若しくは改築し、又は第４条の

規定により維持、修繕及び災害復旧を行う高速道路（以下「会社管理高速道

路」という。）にあっては、協定の対象となる高速道路（当該高速道路につい

て２以上の会社が協定を締結した場合には、当該協定に対応する高速道路

の各部分）ごとに、当該高速道路に係る道路資産（機構法第２条第２項に規

定する道路資産をいう。以下同じ。）の貸付料及び会社が行う当該高速道路

の維持、修繕その他の管理に要する費用で政令で定めるものを、料金の徴

収期間内に償うものであること。

二・三 （略）

四 会社管理高速道路（機構法第１３条第２項に規定する全国路線網に属

する高速道路及び同条第３項に規定する地域路線網に属する高速道路に

限る。）又は指定都市高速道路にあっては、公正妥当なものであること。

五 （略）

２～４ （略）

道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７号）（抄）



既債務
36.4兆円

新規債務（修繕等) 7.7兆円

新規債務（新設・改築)
14.2兆円

出資金等 4.2兆円

償還
62.5兆円

消費税等 4兆円

利息
35.7兆円

計画管理費
27.7兆円

債務 62.5兆円

貸付料
100.6兆円

料金収入
128.3兆円

償還計画の概要（４５年間６社計）

○今後の新設・改築事業等による債務も含め、
４５年間での要返済額の総額は６２．５兆円

○一方、債務を返済する機構の４５年間分の
収支差は６２．５兆円

○今後の新設・改築事業等による債務も含め、
４５年間での要返済額の総額は６２．５兆円

○一方、債務を返済する機構の４５年間分の
収支差は６２．５兆円

【債務総額】 【機構の収支差（４５年分】

占用料等 1.6兆円



今後の整備の計画（新設・改築）の概要

路線名 整備延長 債務引受限度額の総額

全国路線網 １，３２４km １２兆２，９３８億円

東日本高速道路㈱ ５２５km ３兆０，７４７億円

中日本高速道路㈱ ４８４km ５兆６，４４５億円

西日本高速道路㈱ ３１６km ３兆５，７４５億円

首都高速道路㈱ ３９km １兆４，０２１億円

阪神高速道路㈱ ３１km ６，０６２億円

阪神圏 ２１km ５，４０６億円

京都圏 １０km ６５６億円

※ 上記の他、新直轄方式により、８２２ｋｍの高速自動車国道を整備。
※ 債務引き受け限度額には、今後、機構に引き渡される工事に要した工事費に加え、建設期間中の利息、及び
一般管理費が含まれている。



（１００ｋｍあたりの通行料金）

※ドイツの普通車は無料のため、トラック料金を記載している。

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

ドイツ

イタリア

フランス

アメリカ

日本
約 ２，６１０円

約 ４１３円

約 １，４３１円

約 ７４６円

約 １，３５７円

（24.6円×100ｋｍ＋150円）
（0.0355ドル×100ｋｍ×116.37円／1ドル）

（0.09492ユーロ×100ｋｍ×150．78円／1ユーロ）

（0.04945ユーロ×100ｋｍ×150.78円／1ユーロ）

（0.09ユーロ×100ｋｍ×150.78円／1ユーロ）

諸外国の有料道路料金（日本は諸外国と比べ割高）
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適切な料金水準である

新たな整備、適正な管理を行うためには、やむを得ない料金水準である

高い料金水準なので、管理・サービス水準を下げて、今より低い水準とすべき

高い料金水準なので、通行料金の他に新たな財源措置を検討して、今より低い水準とすべき

一概に言えない

その他

わからない

高速道路の通行料金の水準についてアンケート

○内閣府のアンケートによると高速道路料金の引き下げを求める声が多数発生。

出典：内閣府「道路に関する世論調査」

今より低い水準とすべき ５１．８％

１.４％

更なる料金引き下げを求める声



首都高速湾岸線（大黒JCT～川崎浮島JCT）

首都高速川崎線（殿町～川崎浮島JCT）

ETCを使用する大型車

料金が１，２００円→９５０円に割引

このうち、

殿町～川崎浮島JCT間（右図Ａ）、

東扇島～川崎浮島JCT間（右図Ｂ）のみの利用は６００円

首都高速道路では、住宅地域の沿道環境を改善することを目的として、料金に格差を設けて、

住宅地域に集中した交通の湾岸部への転換を図る「環境ロードプライシング」を試行。

位置図

割引内容

神奈川線通常料金（大型車） 1,200円

○環境ロードプライシング料金

環境ロードプライシング適用ルート経由（ETC利用大型車） 950円

Ａ区間またはＢ区間のみの利用（ETC利用大型車）   600円

概要

環境ロードプライシング試行(首都高速道路)について



平成平成2020年代半ば年代半ば

首 都 圏 ３ 環 状 道 路 の 整 備 方 針 に つ い て

首都圏では平成20年代半ばには全体の約９割が完成

現現 況況
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＜ 凡 例 ＞

東日本高速道路㈱

中日本高速道路㈱

首都圏の高速道路の事業主体

首都高速道路㈱

均一料金区間

直轄にて事業中



＜ 凡 例 ＞

中日本高速道路㈱

名古屋高速道路公社

愛知県道路公社

均一料金区間

直轄にて事業中

中部圏の高速道路の事業主体



近畿圏の高速道路の事業主体

西日本高速道路㈱

＜ 凡 例 ＞

阪神高速道路㈱

本州四国連絡高速道路㈱

地方道路公社、その他

均一料金区間

直轄にて事業中

「国土交通省国土地理院発行の20万分の1地勢図を使用したものである。 （測量法第30条に基づく成果使用承認 平5近使、第18号）」



走行距離分布の推移
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S47年度調査

H13年度調査

（ｋｍ）

（ﾄﾘｯﾌﾟ／日）

※利用距離のﾊﾞﾗﾂｷは、S47年度調査の標準偏差を１として比で示す

平均走行距離
S47   15.3ｋｍ
H13   21.2ｋｍ

　供用延長
     97.5ｋｍ
    270.4ｋｍ

利用距離のﾊﾞﾗﾂｷ※
 　1.00
　 1.72

首都高速道路・阪神高速道路における「新たな料金体系」

（昭和３７年～昭和４５年）
都心環状線と放射路線の整備

（昭和４６年～昭和６２年）
都市間高速道路との接続

（昭和６３年～）
中央環状線等の建設による機
能的ネットワークの整備

都市高速道路では、供用延長の増大に伴い、利用者間の利用距離の差が拡大しており、負担の公平
性という面で課題が生じている

ＥＴＣ利用率の増加や、出口料金所にお
けるＥＴＣ整備により、利用距離に応じた
料金制を導入する環境が整いつつある。

平成平成1515年年1212月月 道路関係四公団民営化の基本的枠組みに関する政府与党申し合わせ道路関係四公団民営化の基本的枠組みに関する政府与党申し合わせ
首都高速及び阪神高速については、貸付料の支払いに必要な適切な料金収入の確保を図りつつ、平首都高速及び阪神高速については、貸付料の支払いに必要な適切な料金収入の確保を図りつつ、平
成成2020年度を目標として、利用の程度に応じた負担という考え方に基づき、対距離料金制への移行を図る。年度を目標として、利用の程度に応じた負担という考え方に基づき、対距離料金制への移行を図る。



ETC利用の推移
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ＪＨ（H17.9まで） 東日本高速 中日本高速 西日本高速
首都高速 阪神高速 本四高速 利用率

（利用台数：万台/日） 　　（利用率）

利用率の状況

ＥＴＣの利用・普及状況

平成１８年１１月現在のＥＴＣ利用率は
全国で６３．９％、首都高速で７１．７％

利用率２０％突破　（平成１６年９月）

利用率６０％突破　（平成１８年４月）

利用率５０％突破　（平成１７年１０月）

利用率４０％突破　（平成１７年５月）

利用率３０％突破　（平成１７年２月）

ETC利用台数 約 1,294,400 台/日 約 1,008,100 台/日 約 1,125,000 台/日 約 813,400 台/日 約 539,500 台/日 約 52,500 台/日 約 4,832,900 台/日

（通行総台数） 約 2,130,500 台/日 約 1,516,900 台/日 約 1,872,100 台/日 約 1,133,800 台/日 約 825,600 台/日 約 82,100 台/日 約 7,561,000 台/日

ETC利用率（％）

全　　　国

63.9%

阪神高速

65.3%

ETC利用率（平成18年11月17日－平成18年11月23日平均）

中日本高速

66.5%

本四高速

64.0%

西日本高速

60.1%

東日本高速

60.8%

首都高速

71.7%



４ 料金の性格とその水準

（１）料金の性格

①高速道路等は、国民共有の財産であり、料金の設定に当たっては、会社の利潤を含めないものとする。

②なお、民営化の目的を達成するため、会社における有料道路事業の経営効率化を促すインセンティブの

付与のあり方について検討する。

（２）料金の水準

ア）民営化までに実現すべき措置

①ＥＴＣの活用等により、弾力的な料金を積極的に導入し、各種割引により料金の引き下げを行う。

②特に、高速国道の料金については、平均１割程度の引き下げに加え、「別納割引」の廃止を踏まえ、更

なる料金引き下げを実施する。具体的には、マイレージ割引、夜間割引、通勤割引等を行う。

イ）民営化後の料金

①会社は設立の段階で、ア）の料金水準をそのまま引き継ぐものとし、その上で、貸付料の確実な支払い

に支障を与えない範囲において、更なる弾力的な料金設定を行うものとする。

②なお、首都高速及び阪神高速については、貸付料の支払いに必要な適切な料金収入の確保を図りつ

つ、平成２０年度を目標として、利用の程度に応じた負担という考え方に基づき、対距離料金制への移

行を図る。

平成１５年１２月２２日

政府・与党申し合わせ

道路関係四公団民営化の基本的枠組みについて（抜粋）



既存ストックの有効活用（スマートインターチェンジ）

本線接続型 SA・PA接続型

ＥＴＣ専用とすることにより建設・管理コストを縮減（簡易なＩＣ構造、料金収受員削減）

○平均IC間隔：日本約10km⇔ 欧米諸国4～5km

○高速が通過する６８６市町村のうち、
１９６市町村（約１／３）にＩＣなし（Ｈ１８．１０．１現在）

○高速の有効活用、地域の活力の向上には追加

ICの整備が有効

○期待される効果

・地域活性化への支援

・周辺道路の交通円滑化や通勤時間の短縮

・災害発生時の代替機能や地域医療への貢献

スマートインターチェンジ

これまで全国３７箇所で社会実験実施。うち１８箇所について本格導入済、１５箇所で実験中

◎アメリカ：５ｋｍ

◎ドイツ ：７ｋｍ

◎イギリス：４ｋｍ

◎日本 ：平均１０ｋｍ

東北自動車道 （仙台～盛岡）
：１２km

東名名神高速道路(東京～彦根）
：１２km

※日本の値は、供用中の高速自
動車国道全路線の平均ＩＣ間
隔
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全橋梁数 14,561 （2006年現在）
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建設後５０年以上経過する橋梁数の推移（NEXCO3会社合計）
（単位：橋数）
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経年別開通延長の今後の推移

高速道路の橋梁の経年数の推移
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首都高速の現状（構造物の経過年数）

•放射方向を中心に経過３０年以上の路線の延長は全体の約４割

30～39年
20～29年
10～19年
９年以下

40年以上

13.6%

26.0%

22.5%

26.3%

 11.6%

40年以上

30-39年

20-29年

10-19年

９年以下

開通後経過年数

開通後経過年数３０年
以上の路線延長
108.5km 38%

開通後経過年数２０年
未満の路線延長
113.6km 40%

開通後経過年数
２０～２９年の路線延長

64.7km 23%

総延長
286.8km


